
為替週間展望＝ドル円は高値圏で神経質な動きか

　　　　　　　　　　［７月１３日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    7 月 6 日～ 7 月 10 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  161.26   162.71( 8)    161.20( 6)    161.67   +0.33

ユーロ・ドル  1.1441   1.1461(10)    1.1391( 8)    1.1439   +0.0002

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    68,557.73    -1186.34     日本10年債利回り   2.779   -0.007

ダウ平均株価    52,487.41     -412.66     米10年債利回り     4.551   +0.068

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

１３日　独５月経常収支

１４日　中国６月貿易収支

　　　　日本５月鉱工業生産指数確報値

　　　　スイス６月生産者輸入価格

　　　　米６月消費者物価指数

　　　　ウォーシュＦＲＢ議長議会証言（下院金融委員会）

　　　　米５月対米証券投資

１５日　日本５月機械受注

　　　　中国第２四半期ＧＤＰ、中国６月小売売上高、中国６月鉱工業生産指数

　　　　ユーロ圏５月鉱工業生産指数

　　　　米６月生産者物価指数、米７月ＮＹ連銀製造業景気指数

　　　　カナダ５月製造業出荷、カナダ５月卸売売上高

　　　　カナダ銀行（ＢＯＣ）政策金利

　　　　ウォーシュＦＲＢ議長議会証言（上院銀行委員会）

　　　　米地区連銀経済報告（ベージュブック）

１６日　「生活意識に関するアンケート調査」公表（日銀）

　　　　英５月鉱工業生産指数、英５月製造業生産指数、英５月貿易収支

　　　　ユーロ圏５月貿易収支

　　　　米７月フィラデルフィア連銀景況指数

　　　　米６月小売売上高、米新規失業保険申請件数

　　　　米６月中古住宅販売成約指数

１７日　ユーロ圏５月経常収支

　　　　ユーロ圏６月消費者物価指数確報値

　　　　米６月輸入価格指数、米６月住宅着工・許可件数

　　　　米６月鉱工業生産・設備稼働率

　　　　米７月ミシガン大学消費者信頼感指数速報値

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）議事要旨を除くと、それほど目

立った経済指標やイベントの予定はなく、米国の株価や金利動向に左右されやすい展開

が見込まれる。ドル高の地合いが鈍化するなか、ドル円は上値追いの動きが一服して、

１６０～１６１円台を中心に一進一退の動きが続くとした。

　　　　

【ドル円は１６２円台後半では上値重く推移】

　３日までの週のドル円は、２日に発表された米雇用統計で非農業部門雇用者数（ＮＦ

Ｐ）の伸びが弱かったことを受けて米早期利上げ期待が後退した。ドル全面安の流れか

ら３日に一時１６０．４９円まで急落したものの、１６１円台前半で週の取引を終え

た。
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　６日には高市政権の積極財政方針に伴う財政リスク意識から円売りが優勢となり、一

時１６２．４０円付近まで上昇後、ＮＹ市場では１６２円近辺へ押し戻された。

　　

　７日には城内経済財政相の「政府が低金利維持を目指しているとの報道は事実ではな

い」との発言で円が買われ、一時１６１円台後半へ下落する場面もあったが、米国の対

イラン制裁緩和撤回に伴う原油高や米金利上昇を受け、ＮＹ終盤には１６２円台を回復

した。

　　

　８日には米軍のイラン攻撃やトランプ大統領の「イランとの停戦は終わり」との発言

により地政学リスクが再燃し、原油と米金利が急上昇した。日本株安、日本国債安（利

回り上昇）、円安のトリプル安となり、日本の１０年債利回りが１９９６年以来の高水

準（２．８７０％）を記録する中、ドル円は１６２円台半ばまで上昇し、その後の海外

市場では１６２．７０円台まで上値を伸ばした。

　　

　同日発表の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）議事要旨（６月１６－１７日開催分）

では、全員が政策金利の据え置きを支持していたことが明らかとなった。一方、数人が

利上げの根拠を指摘していたほか、大半がＡＩの影響でインフレが高止まりする可能性

を指摘していた。見解が分かれる中、市場への影響は限定的となった。

　　

　９日のドル円は米国とイランをめぐる中東情勢の不透明感から、１６２円台前半から

後半でのもみ合いとなった。１０日のドル円は１６２円台前半から半ばでのもみ合いと

なった後に１６２円を割り込んだ。片山財務相の「積極財政の下では巡航的に金利が上

がることを想定している」との発言が材料視されたとみられる。

　　

【米インフレ指標や米小売売上高に注目】

　７月１３日の週に予定される日米の経済指標やイベントには、１４日の日本５月鉱工

業生産指数確報値や米６月消費者物価指数、ウォーシュＦＲＢ議長の議会証言（下院金

融委員会）、米５月対米証券投資がある。また、１５日の日本５月機械受注や米６月生

産者物価指数、米７月ＮＹ連銀製造業景気指数、ウォーシュＦＲＢ議長の議会証言（上

院銀行委員会）、米地区連銀経済報告（ベージュブック）が予定されているほか、１６

日の米７月フィラデルフィア連銀景況指数や米６月小売売上高、米新規失業保険申請件

数、米６月中古住宅販売成約指数、１７日の米６月輸入価格指数、米６月住宅着工・許

可件数、米６月鉱工業生産・設備稼働率、米７月ミシガン大学消費者信頼感指数速報値

などがある。

　　

　特に注目されるのは、１４日の米６月消費者物価指数とウォーシュＦＲＢ議長の議会

証言（下院金融委員会）、１５日の米６月生産者物価指数、１６日の米６月小売売上高

などとなる。

　　

　主な経済指標の事前予想と前回値は次の通り。１４日の米消費者物価指数（ＣＰＩ）

は、総合の事前予想が前月比－０．１％（前回＋０．５％）、前年比＋３．８％（前回

＋４．２％）となっている。また、コア指数の予想は前月比＋０．２％（前回＋０．

２％）、前年比＋２．８％（前回＋２．９％）で、総合は前月比、前年比ともに前回を

下回る見通しとなっている。

　　

　コアは前月比が前回から横ばいとなる一方、前年比は前回から鈍化する見通しとなっ

ている。今後は原油価格の下落が徐々に物価に波及するとインフレ警戒感は落ち着きを

見せることとなろう。ただ、中東情勢の緊迫化が長引けば、再び原油価格が上昇して、

インフレ警戒感の高まりにつながりそうだ。市場予想から上振れするとドル買いに、下

振れするとドル売りに傾きやすくなるとみられる。

　　

　１６日の米小売売上高の事前予想は前月比＋０．３％（前回＋０．９％）、自動車を

除くコア売上高は前月比－０．１％（前回＋０．８％）となっている。これらはいずれ

も前回から減速する見通しで、ＣＰＩと同様に市場予想を下回るようだと、ドル売りに

傾くとみられる。

　　

　１４日と１５日にはウォーシュＦＲＢ議長の議会証言がある。原油価格は高値からは

下落しているものの、中東情勢の不透明感は続いている。こうした中、米国の景気やイ



ンフレ動向、さらには政策金利の見通しに関してどのような見解を示すのかが注目され

る。

　　

　６月のＦＯＭＣ以降の米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）による利下げ観測の後退と利

上げの可能性の高まりはドルの支援材料となっている。米国では利上げ観測が台頭しつ

つある中で、日銀は利上げに慎重な姿勢を継続している。このため、金利の低い円を売

って、金利の高いドルを買うキャリートレードが活発となっている。

　　

　また、中東情勢の不透明感が再燃しつつあり、ドル円は堅調な流れが続くとみられ

る。ただ、一方で日本の金融当局によるドル売り円買い介入への警戒感がドル円の上値

を抑える要因となりそうだ。こうした中、ドル円は高値圏での神経質な動きになるとみ

られる。目先の予想レンジは１５９．００～１６３．５０円。

　　

【ポンドドルは堅調な流れが継続か】

　２日に弱い米雇用統計を受けて、ユーロドルは１．１４７０台まで上昇した後は、６

日から１０日にかけて１．１４台を中心とするもみ合いを見せた。明確な方向感を欠く

展開が続いた。１３日の週は米消費者物価指数、米生産者物価指数、米小売売上高など

注目度の高い米経済指標の発表がある。好調な結果が続くようだと、ドル高要因とな

り、ユーロドルの上値を抑えることとなろう。仮に弱い結果となれば上値を試す動きも

期待できるが、基本的には上値の重い展開が見込まれる。目先の予想レンジは１．１３

００～１．１５００ドル。

　　

　英国ではスターマー首相が辞任を表明した後の政治的混乱が一時的なものにとどまっ

たほか、次期英首相候補として有力視されるバーナム氏が財政規律を重視する意向を示

したことで、ポンドドルは堅調な推移を見せた。また、２日の米雇用統計が弱い結果と

なってドル売りにつながったことも、ポンドドルの上昇要因となった。足元では１．３

４００ドルを上抜き、２００日移動平均線を回復してきている。今後は同線をサポート

にして、一段と上値を追う展開が見込まれる。目先の予想レンジは１．３３００～１．

３６００ドル。

　　

　今後の日米以外の経済指標やイベントとしては、１３日に独５月経常収支が発表され

るほか、１４日には中国６月貿易収支やスイス６月生産者輸入価格が予定されている。

１５日には中国の第２四半期ＧＤＰや６月小売売上高、６月鉱工業生産指数といった主

要指標のほか、ユーロ圏５月鉱工業生産指数、カナダ銀行（ＢＯＣ）の政策金利発表が

ある。さらに１６日には英国の５月鉱工業生産指数、５月製造業生産指数、５月貿易収

支や、ユーロ圏５月貿易収支が控えており、１７日にはユーロ圏５月経常収支、ユーロ

圏６月消費者物価指数確報値などが発表される。
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